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はじめに 
 CSR の内容や範囲については多様な見
解・捉え方があるものの、近年、金融機関

においても CSR 活動への取り組みが活発
化している。金融機関が CSR活動に取り組
みはじめた直接の動機は、リレーションシ

ップバンキング機能強化の一環等であるが、

現在では企業イメージを副次的に向上させ、

ブランド価値向上を図るという効果にも注

目が集まっている。 
 そこで本稿では、CSR活動がどのように
してブランド価値を向上させているのか、

ということを検討する。 
 
CSRを実施する目的 
 03年、金融庁は「リレーションシップバ
ンキングの機能強化に関するアクションプ

ログラム」（期間：03～04 年度、以下、ア
クションプログラム）を公表した。アクシ

ョンプログラムは当時、不良債権問題と中

小企業金融の再生を中心的な内容とするも

のであったが、地域貢献に関する情報開示

が主要なテーマとなったことでも注目され

た。アクションプログラムは、その後「新

アクションプログラム」（期間：05 年～06
年度）に受け継がれた。 

07年 4月には、金融庁金融審議会金融分
科会第二部会が「地域密着型金融の現状の

評価と今後の対応について―地域の情報集

積を活用した持続可能なビジネスモデルの

確立を―」を公表し、地域貢献への取り組

みが引き続いて期待されている。 
 このような行政サイドのアプローチに加

えて、環境問題が社会的関心を集めている

こともあり、環境配慮型経営、地域活性化

などを経営戦略に織り込む地域金融機関が

増加した。03年前後からはメガバンクも環
境保全活動、金融教育、SRI ファンドの取
扱い、顧客満足の向上などを積極化させて

いる。 
 つまり近年の金融機関の競争戦略は、利

便性の高いチャネルネットワークの構築や

顧客対応能力の向上に加えて、「環境配慮型

経営を実践する金融機関」や「地域貢献に

取り組む金融機関」などの経営理念レベル

での差異化も重要になりつつあるといえる。 

要旨 

・従来、金融機関は利便性の高いチャネルネットワークの構築や顧客対応能力の向上などに取

り組むことで競争優位を確保してきたが、現在では CSR 経営の高まりもあり、経営理念の差異

化も重要となりつつある。 

・先進的に CSR に取り組んできた金融機関のなかには、その活動が新聞や雑誌などのメディア

にとりあげられ、副次的にブランドイメージの構築にも貢献したケースが見受けられる。ただし、

CSR 活動によって高められたブランド価値が持続的な優位性を確保するためには、多様なステ

ークホルダーとの継続的なコミュニケーションが重要であり、今後の課題となるであろう。 

今月の焦点 
国内経済金融 
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CSRによるパブリシティの向上 
 CSR 活動がブランド価値に大きな影響
を与えると指摘する研究者やジャーナリス

トは多い。コトラー[2004]は、ブランドイ
メージに影響を与えるコミュニケーション

ツールの一つとして CSR 関連の活動をあ
げている。また、BusinessWeek 誌は、環
境や社会活動が競争優位を生み出すことが

できるという認識が広まっており、これら

の活動を通じて無形資産を構築できる可能

性を示唆している。 
 このように CSR はブランドイメージや
無形資産の向上に貢献すると考えられるが、

これらに影響力を与えるためには情報発信

力の強化が不可欠である。 
 写真１はバンク・オブ・アメリカ（BOA）
がニューヨーク・マンハッタンで行ってい

た CSR広告である。同広告では「昨年、私
たちは子供や家族に 7200 万ドルの寄付を
行いました」とその活動内容をアピールし

ている。また近年では、一部の日本の金融

機関も CSR広告を展開しており、「社会的
責任を果たす金融機関」というブランドイ

メージの強化を図っている。 
 しかし、ブランド構築を行うには、広告

よりも「パブリシティ」が重要な役割を担

っているという意見もある。パブリシティ

とは、企業活動等を新聞や雑誌などが間接

的に報道することであり、企業が直接的に

消費者等に訴求する広告とは異なる。その

ため、パブリシティは広告よりも客観的で

あると評価されている。 
 A．ライズ＆L．ライズ[2002]は、ブラ

ンドは「生まれ出るものであって、作られ

るものではない」とし、パブリシティがブ

ランド構築に欠かせないことを指摘する。

そして「広告はブランド維持、PRはブラン
ド構築」とその役割を分類している。 
ブランド構築に広告とパブリシティのど

ちらを積極的に活用することが有効か、と

いう議論に関しては企業の直面している競

争環境に応じて大きく異なるため、ケース

バイケースであるといえる。 
ただし、当社が行った CSRに関するヒア

リング調査では、パブリシティが向上した

ことで、ブランド力の向上とともに組織内

部で CSR に対する取り組みへの理解が得
られやすくなったという意見もあった。 
また、ある金融機関の担当者は「CSRを

行っていなければ組織はもっと殺伐として

写真１ バンク・オブ・アメリカのCSR広告
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いた」と CSRの組織内部に与えるプラスの
影響を語ってくれた。 
つまり、CSR 活動や CSR 活動によって
生み出されたパブリシティの向上は、行員

や職員のモチベーションの向上に貢献し、

これがブランド力の強化を支えているとい

える。 
図表 1 は、ヒアリング調査をベースに

CSRの取り組みがどのような経路を通じて
ブランド力の強化へとつながったのか、と

いう概念図をフローチャートにまとめたも

のである。CSRの取り組みは、リレーショ
ンシップバンキング機能強化の一環や環境

配慮型融資など新たな事業分野への進出が

動機となってはじめられた。 
 CSR活動を展開することでパブリシティ
が向上すれば、競合する他金融機関との差

異化が促進され、ブランド力が強化される。 
また、CSRの取り組みが新聞、雑誌など
のメディアで報道されれば、事業に「社会

的意義のある」といった自負心が行員や職

員に芽生え、それが営業力の強化となり、

ひいてはブランド力の強化になると期待で

きる。 
 

ブランド力強化への

戦略的課題 

CSR 活動はブランド
力の強化に貢献し、そ

の過程においてパブリ

シティが重要な役割を

担っている。しかし、

CSR 活動がパブリシテ
ィの向上へと結びつく

かどうかは、取り組み

内容や方法が大きな影

響を与える。 
CSRの取り組み項目は金融機関が独自に
設定するものであるが、ビジネスモデルに

よってその取り組み項目は異なる。例えば、

伝統的な金融機関のビジネスモデルは、主

たる支店網が存在する地域の「メインバン

ク」になることを目指すことにある。この

ようなビジネスモデルを展開している金融

機関の CSR は地域との関係を強化する取
り組みを行っていることが大きな特色であ

る。 
しかし、近年ではネット専業銀行等のよ

うに地理的基盤に依存しない金融機関も誕

生しており、これらの金融機関は必ずしも

営業地域を基盤とした CSR を展開してい
るわけではない。例えば、地理的基盤に依

存しないビジネスモデルを構築しているあ

る金融機関は、顧客満足の向上を CSRと位
置付けていた。 
 そのため、金融機関が自らのビジネスモ

デルと関連の低い CSR を展開しても顧客
や主たる営業基盤のある地域から評価を得

られない可能性がある。 
また、CSR活動を通じてパブリシティが
向上した金融機関の多くは、独自性の高い

CSR への取り組み 

インターナルマーケティング 

（組織内部への動機付け） 

パブリシティの向上 

他金融機関との差異化 営業力の強化 

ブランド力の強化 

図表 1 「CSR 活動」から「ブランド力強化」への概念図

金融市場５月号

16 / 23

ここに掲載されているあらゆる内容の無断転載・複製を禁じます （株）農林中金総合研究所



取り組みを他の金融機関に先駆けて実施し

てきた結果であることが少なくない。その

ため、すでに多くの金融機関が取り組んで

いる項目を実施してもパブリシティの向上

にはつながらず、ブランド力の強化には至

らない。さらに、戦略性の欠如した場当た

り的な CSR では長期的な取り組みとなら
ず、ネガティブなパブリシティを生み出す

かもしれない。 
最後に CSR はブランド力を強化するが、

ブランドは一朝一夕で確立できるものでは

ない。金融機関は設立当初から地元融資、

納税、雇用等の経済的・法的な責任に加え

て、社会貢献活動をはじめとしたフィラン

ソロピー的責任も実施してきた。しかし、

これらの活動が金融機関のブランドイメー

ジ向上に必ずしも結びつかなかった理由は、

たとえ社会的意義のある活動に取り組んで

いても、積極的に開示してこなかったこと

が原因であることが少なくない。CSR活動
は質の高い取り組み内容と適切な情報発信

が重要であるといえる。 
 
おわりに 

 CSR活動はパブリシティを通じてブラン
ド力を強化し、他金融機関との差異化に貢

献する大きな可能性を秘めている。しかし、

この差異化戦略が一時的なものではなく、

長期的な競争優位を確保するためには、株

主、行員・職員、取引先、地域社会などの

ステークホルダーと継続的なコミュニケー

ションの実施が大きな鍵を握っており、そ

のための取り組みを如何に充実させていく

か、が今後の戦略的課題となると考えられ

る。 
 

【参考文献】 
・Ｐ.Ｋｏｔｌｅｒ（2004）,Ｔｅｎ Ｄｅａｄｌｙ Ｍａｒｋｅｔｉｎｇ Sins: 

Signs and Solutions; John Wiley&Sons, Inc.（邦訳『マー

ケティング 10 の大罪』（恩蔵直人監修、大川修二訳）

東洋経済新社,2005 年） 

・Ａ.Ｒｉｅｓ＆Ｌ.Ｒｉes(2002) The Fall of Advertising and 

The Rise of PR; HarperCollins publishers.（『ブランドは

広告ではつくれない』（共同ＰＲ株式会社監訳, 翔泳

社,2003 年） 

・ “Beyond The Green Corporation”, BusinessWeek, 

(Jan. 29, 2007) 

 
 
 

金融市場５月号

17 / 23

ここに掲載されているあらゆる内容の無断転載・複製を禁じます （株）農林中金総合研究所


